
ロイヤルコントラクトサービス株式会社

単位：千円

Ⅰ．流 動 資 産 6,514,526 Ⅰ． 4,027,184

現 金 及 び 預 金 304,105 215,237

売 掛 金 3,759,868 816,400

棚 卸 資 産 611,741 38,981

前 払 費 用 60,803 939,121

未 収 入 金 456,467 1,823,907

預 け 金 1,301,637 71,183

そ の 他 19,901 145

Ⅱ．固 定 資 産 6,194,813 121,236

（1） 有 形 固 定 資 産 2,992,678 972

建 物 1,647,919 Ⅱ． 1,643,254

構 築 物 1,993 394,600

機 械 及 び 装 置 54,482 162,713

車 両 運 搬 具 16 5,931

工 具 器 具 及 び 備 品 1,070,264 143,682

土 地 8,506 936,327

リ ー ス 資 産 179,042

建 設 仮 勘 定 30,451 5,670,438

（2） 無 形 固 定 資 産 8,262

商 標 権 0 7,038,901

電 話 加 入 権 5,952 （1） 100,000

ソ フ ト ウ エ ア 2,310 （2） 2,423,048

（3） 投 資 そ の 他 の 資 産 3,193,872 400,000

出 資 金 50 2,023,048

差 入 保 証 金 2,484,457 （3） 4,515,852

破 産 債 権 等 56,880 4,515,852

長 期 前 払 費 用 13,118 別 途 積 立 金 140,000

繰 延 税 金 資 産 598,442 繰 越 利 益 剰 余 金 4,375,852

長 期 未 収 入 金 69,364

貸 倒 引 当 金 △ 28,440 7,038,901

12,709,340 12,709,340

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 資 本 剰 余 金

金　　額

貸 借 対 照 表
（２０２４年１２月３１日現在）

科　　　　目 科　　　　目

（資産の部）
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固 定 負 債

長 期 預 り 保 証 金

資 産 合 計

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

長 期 借 入 金

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

（純資産の部）

負 債 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

（負債の部）

リ ー ス 債 務

１年内返済予定の長期借入金

買 掛 金

未 払 費 用

流 動 負 債

資 本 金

未 払 金

契 約 負 債

資 産 除 去 債 務

株 式 給 付 費 用 引 当 金

未 払 法 人 税 等

役 員 賞 与 引 当 金

預 り 金

リ ー ス 債 務



ロイヤルコントラクトサービス株式会社 

 

個  別  注  記  表 

（自 2024 年１月１日 至 2024 年 12 月 31 日） 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 ……… 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）によっております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く）…… 定率法（2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法）によっております。なお、耐用年数

及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

②無形固定資産（リース資産を除く）…… 定額法によっております。なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。 

③リース資産 ……………………………… 主として、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

②役員賞与引当金 ………………………… 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

③株式給付費用引当金 …………………… 従業員に対する将来の親会社株式の給付に備えるため、親会

社の株式給付規程に基づき、従業員に割り当てられたポイン

トに応じた株式の給付見込額を基礎として計上しております。 

 



（４）収益及び費用の計上基準 

①飲食サービスの提供 

当社は様々な業態による飲食サービスの提供を行っております。これらのサービス提供については、顧

客に対するテーブルサービスの提供時点において顧客が支配を獲得し履行義務が充足されると判断して

おり、当該サービスの提供時点で収益を認識しております。 

飲食サービスの提供に伴い、顧客に対して他社の運営するポイント制度のポイント（以下、「他社ポイン

ト」という）を付与する場合、当社は当該他社に他社ポイント相当額を支払う義務を負うものの、他社

ポイントにかかる履行義務は生じないことから、顧客との契約において約束された対価の内、他社ポイ

ントの付与相当額は、第三者のために回収する金額として、飲食サービスの提供にかかる取引価格から

控除して収益を認識しております。 

②商品の販売 

当社は主に高速道路サービスエリア・パーキングエリアの売店において、様々な商品の販売を行ってお

ります。これらの商品販売については、顧客に商品を引き渡した時点において顧客が支配を獲得し履行

義務が充足されると判断しており、当該引き渡し時点において収益を認識しております。 

一部の商品の販売については他の当事者が関与をしていることから本人代理人の判定をしております。

これらの商品販売の内、商品が顧客に提供される前に当社が商品を支配しておらず、代理人に該当する

場合には、当該他の当事者により商品が提供されることが当社の履行義務であると判断し、対価の総額

から他の当事者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。 

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

②グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額       6,249,862千円 

（２）親会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。 

短期金銭債権 955,518千円 

短期金銭債務 816,400千円 

長期金銭債権 －千円 

長期金銭債務 394,600千円 

 

 

 

 

 



３．損益計算書に関する注記 

親会社との取引高 

売上高                     992千円 

仕入高                      －千円 

販売費及び一般管理費           1,359,105千円 

営業取引以外の取引高（収益）         6,502千円 

営業取引以外の取引高（費用）         37,813千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

の株式数 

普通株式 3,000株 － － 3,000株 

     

（２）剰余金の配当に関する事項 

①配当金支払額等 

該当事項はありません。 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの 

該当事項はありません。 

 

５．収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（4）収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりです。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額 2,346,300円40銭 

（２）１株当たり当期純利益 711,217円00銭 

 

 


